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     函館市幼保連携型認定こども園以外の認定こども園の認定の要件を 

     定める条例（案）の概要 

 

１ 条例制定の趣旨 

  現在，幼保連携型認定こども園については函館市が条例を定めて認可を行い，幼

保連携型認定こども園以外の認定こども園（幼稚園型，保育所型および地方裁量型

認定こども園）については，北海道が条例を定めて認定を行っていますが，平成 30

年 6 月 27 日に公布された第８次地方分権一括法により就学前の子どもに関する教

育，保育等の総合的な提供の推進に関する法律が改正され，平成３１年４月から幼

保連携型認定こども園以外の認定こども園の認定等の事務・権限が中核市に移譲さ

れることとなりました。 

  本市においても，北海道から幼保連携型認定こども園以外の認定こども園の認定

等の事務・権限の移譲を受けることとなるため，当該認定等の事務を実施するにあ

たり，認定の要件を定める条例を制定するものです。 

 

 認定こども園の類型 

類型 特徴 法的性格 

幼保連携型 幼稚園的機能と保育所的機能の両方の機能をあわ

せ持つ単一の施設として認定こども園の機能を果

たすタイプ 

学校および児童福祉施設 

幼稚園型 幼稚園が，保育が必要な子どものための保育時間

を確保するなど，保育所的な機能を備えて認定こ

ども園の機能を果たすタイプ 

学校 

（幼稚園＋保育所機能） 

保育所型 認可保育所が，保育が必要な子ども以外の子ども

も受け入れるなど，幼稚園的な機能を備えること

で認定こども園の機能を果たすタイプ 

児童福祉施設 

（保育所＋幼稚園機能） 

地方裁量型 幼稚園・保育所いずれの認可もない地域の教育・保

育施設が，認定こども園として必要な機能を果た

すタイプ 

幼稚園機能＋保育所機能 

 

 

２ 条例制定の基本的な考え方 

  条例の制定にあたっては，法に掲げる基準※１に従い，主務大臣が定める基準（国

基準）※２を参酌して定めることとされています。また，認定こども園の認定は，北

海道からの権限移譲であることから，現在本市の幼保連携型認定こども園以外の認

定こども園に適用されている北海道の基準※３と同等の内容とすることを基本とし

ますが，安全性の確保について，認定こども園の類型に関わらず一定の水準を確保

する必要があると考えられる一部基準については，市独自の基準を設けることとし
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ます。 

 ※１ 就学前の子どもに関する教育，保育等の総合的な提供の推進に関する法律

（平成１８年法律第７７号）（以下「認定こども園法」という。） 

 ※２ 就学前の子どもに関する教育，保育等の総合的な提供の推進に関する法律第

３条第２項及び第４項の規定に基づき内閣総理大臣，文部科学大臣及び厚生労

働大臣が定める施設の設備及び運営に関する基準（平成２６年内閣府・文部科

学省・厚生労働省告示第２号） 

 ※３ (1) 北海道認定こども園の認定の要件並びに設備及び運営の基準を定める

条例（平成１８年北海道条例第７８号） 

    (2) 北海道認定こども園の認定の要件並びに設備及び運営の基準を定める

条例施行規則（平成２６年北海道規則第８４号） 

 

 

３ 基準の内容 

従うべき基準（従）・・・国の基準に従い定める基準 

  参酌すべき基準（参）・・・国の基準を参酌して定める基準 

項目 国基準（主な内容） 本市の考え方 

幼稚園，保育所または保

育機能施設の認定の要

件（認定こども園法第３

条第２項各号） 

（従） 

① 幼稚園が認定を受ける場合，幼稚園教育要領に従って編成

された教育課程に基づく教育を行うほか，教育のための時間

終了後，在籍している子どものうち保育を必要とする子ども

に対する教育を行う。 

② 保育所または保育機能施設が認定を受ける場合，保育を必

要とする子どもに対する保育を行うほか，保育を必要とする

子ども以外の満３歳以上の子どもを保育し，かつ，満３歳以上

の子どもに対し学校教育法第２３条各号に掲げる目標が達成

されるよう保育を行う。 

③ 子育て支援事業のうち，当該施設の所在する地域における

教育および保育に対する需要に照らし実施することが必要と

認められるものを，保護者の要請に応じ適切に提供し得る体

制の下で行う。 

国基準と同様 

連携施設の認定の要件 

（認定こども園法第３

条第４項各号） 

（従） 

 

① 次のいずれかに該当する施設であること。 

 ・保育機能施設において，満３歳以上の子どもに対し，学校教

育法第２３条各号に掲げる目標が達成されるよう保育を行

い，かつ，連携施設を構成する幼稚園との緊密な連携協力体制

が確保されていること。 

 ・保育機能施設に入所していた子どもを引き続き連携施設を

構成する幼稚園に入園させて一貫した教育および保育を行う

こと。 

② 子育て支援事業のうち，当該施設の所在する地域における

教育および保育に対する需要に照らし実施することが必要と

認められるものを，保護者の要請に応じ適切に提供し得る体

制の下で行う。 

国基準と同様 

職員配置に関する基準 

（参） 
  

 
職員配置 

（国基準第２の１） 

０歳児    ３：１ 

１・２歳児  ６：１ 

３歳児   ２０：１ 

４歳以上児 ３０：１ 

ただし，常時２人を下回らない。 

国基準と同様 
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学級編成 

（国基準第２の２） 

・満３歳以上の教育時間相当利用児ならびに教育および保育時

間相当利用児に共通の４時間程度について学級を編成 

・各学級に少なくとも１人の学級担任を配置 

・１学級の子どもの数は原則３５人以下 

 

国基準と同様 

職員資格に関する基準 

（参） 
  

 

満３歳未満の子ど

もの保育従事者 

（国基準第３の１） 

保育士資格が必要 国基準と同様 

満３歳以上の子ど

もの教育および保

育従事者 

（国基準第３の２） 

保育士資格および幼稚園の教員免許状の併有が望ましい。（いず

れかでも可） 
国基準と同様 

学級担任 

（国基準第３の３） 

幼稚園の教員免許状が必要（保育所型認定こども園または地方

裁量型認定こども園にあっては，意欲，適性および能力等を考慮

して適当と認められる者等の一定の要件を満たす場合に限り，

保育士資格を有する者でも可とする。） 

国基準に加え，保育所型認定

こども園および地方裁量型

認定こども園においても一

定程度の教育の質を確保す

る観点から，「北海道認定こ

ども園の認定の要件並びに

設備及び運営の基準を定め

る条例」第５条第４項におい

て定める基準と同様，学級担

任として保育士を配置する

場合にあっては，当該認定こ

ども園の学級担任の３分の

１以上は幼稚園の教員免許

状を有する者とする。 

満３歳以上の子ど

もの保育従事者 

（国基準第３の４） 

保育士資格が必要（幼稚園型認定こども園または地方裁量型認

定こども園にあっては，意欲，適性および能力等を考慮して適当

と認められる者等の一定の要件を満たす場合に限り，幼稚園の

教員免許状を有する者でも可とする。） 

国基準に加え，幼稚園型認定

こども園および地方裁量型

認定こども園においても一

定程度の保育の質を確保す

る観点から，「北海道認定こ

ども園の認定の要件並びに

設備及び運営の基準を定め

る条例」第５条第３項におい

て定める基準と同様，満３歳

以上の子どもの保育従事者

として幼稚園の教員免許状

を有する者を配置する場合

にあっては，当該認定こども

園の満３歳以上の子どもの

保育従事者の３分の１以上

は保育士の資格を有する者

とする。 

認定こども園の長 

（国基準第３の５） 

教育および保育ならびに子育て支援を提供する機能を総合的に

発揮させるよう管理および運営を行う能力を有する者 

認定こども園の長は，最低

限，幼稚園または保育所の運

営に精通している必要があ

ることから，「北海道認定こ

ども園の認定の要件並びに

設備及び運営の基準を定め

る条例」第５条第５項におい

て定める基準と同様，認定こ

ども園の長は，幼稚園の園長

となる資格を有する者また

は保育所の所長となる要件

を満たす者とする。 
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施設設備に関する基準 

（参） 
  

 

施設の位置 

（国基準第４の１） 

連携施設の建物およびその附属設備は同一の敷地内または隣接

する敷地内に設ける。 
国基準と同様 

園舎面積 

（国基準第４の２） 

１学級   １８０㎡ 

２学級以上 ３２０㎡＋１００㎡×（学級数－２） 

※園舎面積には，満３歳未満の子どもの保育の用に供する保育

室，遊戯室，乳児室，ほふく室その他の施設設備の面積を含めな

い。 

※既存施設が保育所型認定こども園または地方裁量型認定こど

も園の認定を受ける場合であって，次の基準を満たすときはこ

の限りでない。 

 ① 保育室または遊戯室 満２歳以上の子ども１人につき 

  １．９８㎡以上 

 ② 乳児室 満２歳未満の子ども１人につき１．６５㎡以上 

 ③ ほふく室 満２歳未満の子ども１人につき３．３㎡以上 

国基準と同様 

保育室または遊戯

室等の設置 

（国基準第４の３） 

保育室または遊戯室，屋外遊戯場および調理室を設ける。 国基準と同様 

保育室または遊戯

室の面積 

（国基準第４の４） 

満２歳以上の子ども１人につき１．９８㎡以上 

※既存施設が幼稚園型認定こども園または地方裁量型認定こど

も園の認定を受ける場合であって，園舎（満３歳未満の子どもの

保育の用に供する保育室，遊戯室，乳児室，ほふく室その他の施

設設備の面積を除く。）の面積が次の基準を満たすときはこの限

りでない。 

１学級   １８０㎡ 

２学級以上 ３２０㎡＋１００㎡×（学級数－２）   

国基準と同様 

屋外遊戯場の面積 

（国基準第４の５） 

１ 満２歳以上の子ども１人につき３．３㎡以上 

２ 次に掲げる面積に満２歳以上満３歳未満の子どもについて 

１により算定した面積を加えた面積以上 

 ・２学級以下 ３３０㎡＋３０㎡×（学級数－１） 

 ・３学級以上 ４００㎡＋８０㎡×（学級数－３） 

 

※既存施設が保育所型認定こども園または地方裁量型認定こど

も園の認定を受ける場合であって，１の基準を満たすときは２

の基準を満たすことを要しない。  

※既存施設が幼稚園型認定こども園または地方裁量型認定こど

も園の認定を受ける場合であって，２の基準を満たすときは１

の基準を満たすことを要しない。  

国基準と同様 

屋外遊戯場の場所

の例外 

（国基準第４の６） 

 

保育所型認定こども園または地方裁量型認定こども園にあって

は，子どもが安全に利用できる場所であること等の一定の要件

を満たす場合，屋外遊戯場を認定こども園の付近にある適当な

場所に代えることができる。 

国基準と同様 

食事の提供 

（国基準第４の 7） 

原則自園調理とするが，満３歳以上の子どもに対する食事の提

供については，園の管理者が衛生面や栄養面等業務上必要な注

意を果たし得るような体制が確保されていること等の一定の要

件を満たす場合に限り，外部搬入の方法により行うことができ

る。 

国基準と同様  

調理室の設置の例

外 

（国基準第４の８） 

幼稚園型認定こども園については，自園調理で食事の提供を行

う子どもの数が２０人未満であり，調理設備を備えている場合，

調理室を備えないことができる。 

国基準と同様 

乳児室またはほふ

く室の設置および

面積 

（国基準第４の９） 

満２歳未満の子どもの保育を行う場合，乳児室またはほふく室

を設ける。 

 乳児室  満２歳未満の子ども１人につき１．６５㎡以上 

 ほふく室 満２歳未満の子ども１人につき３．３㎡以上 

 

国基準に加え，乳児室とほふ

く室を同一の部屋としてい

る場合の安全性の確保に配

慮するため，「北海道認定こ

ども園の認定の要件並びに

設備及び運営の基準を定め
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る条例」第６条第１０項にお

いて定める基準と同様，同一

の部屋で保育する場合，ほふ

くしない子どもについても

満２歳未満の子ども１人に

つき３．３㎡以上とする。 

保育機能施設等に

おいて，乳児室，ほ

ふく室，保育室また

は遊戯室を２階以

上に設ける場合の

建物の構造・施設・

設備の基準 

（国基準に定めな

し） 

定めなし 幼稚園の２階以上に保育室

または遊戯室を設ける場合

および保育所の２階以上に

乳児室，ほふく室または遊戯

室を設ける場合には，建物の

構造，施設および設備に関す

る基準が設けられているこ

とから，幼稚園型認定こども

園を構成する保育機能施設

または地方裁量型認定こど

も園についても安全性を確

保するため，２階以上に乳児

室，ほふく室，保育室または

遊戯室を設ける場合の建物

の構造，施設および設備に関

する基準について，函館市児

童福祉施設の設備および運

営に関する基準を定める条

例第３５条と同様の基準を

設ける。 

その他の基準 

（参） 
  

 

教育および保育の

内容 

（国基準第５） 

幼保連携型認定こども園教育・保育要領を踏まえるとともに，幼

稚園教育要領および保育所保育指針に基づかなければならな

い。また，子どもの一日の生活のリズムや集団生活の経験年数が

異なること等の認定こども園に固有の事情に配慮したものとす

る。 

国基準と同様 

保育者の資質向上

等 

（国基準第６） 

子どもの教育および保育に従事する者の資質は教育および保育

の要であり，自らその向上に努めることが重要であること等の

点に留意して，子どもの教育および保育に従事する者の資質向

上等を図る。 

国基準と同様 

子育て支援 

（国基準第７） 

単に保護者の育児を代わって行うのではなく，教育および保育

に関する専門性を十分に活用し，子育て相談や親子の集いの場

の提供等の保護者への支援を通して保護者自身の子育てを自ら

実践する力の向上を積極的に支援すること等の点に留意して実

施する。 

国基準と同様 

管理運営等 

（国基準第８） 

・多様な機能を一体的に提供するため，１人の長を置き，全ての

職員の協力を得ながら一体的な管理運営を行う。 

・保育を必要とする子どもに対する教育および保育の時間は，１

日につき８時間を原則とし，開園日数および開園時間は，保護者

の就労の状況等の地域の実情に応じて定める。 

・保護者が多様な施設を適切に選択できるよう，情報開示に努め

る。 

・児童虐待防止の観点から特別の支援を要する家庭等の利用が

排除されることのないよう，入園する子どもの選考を公正に行

う。また，地方公共団体との連携を図り，こうした子どもの受入

れに適切に配慮する。 

・耐震，防災，防犯等子どもの健康および安全を確保する体制を

整える。 

・自己評価，外部評価等を行い，その結果の公表等を通じて教育

および保育の質の向上に努める。 

国基準と同様 
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・建物または敷地の公衆の見やすい場所に，認定こども園である

旨の表示をする。 

職員資格に関する特例 

（国基準附則第３～第

７） 

・最低２人の職員配置となっている基準について，年齢別で定め

る職員の配置基準により算定される職員の数が１人となる時間

帯において，当分の間，２人のうち１人は，「幼稚園の教員免許

状または保育士の資格を有する者と同等の知識および経験を有

すると認める者」にすることができる。 

・満３歳未満の子どもの保育に従事する者および満３歳以上の

子どものうち教育および保育時間相当利用児※の保育に従事す

る「保育士の資格を有する者」については，当分の間，「幼稚園

の教員免許状または小学校教諭もしくは養護教諭の普通免許状

を有する者」をもって代えることができる。（配置しなければな

らない「保育士の資格を有する者」の３分の１を超えてはならな

い。） 

 ※ 保育所と同様に１日に８時間程度利用する者 

・満３歳以上の子どもの教育および保育に従事する「幼稚園の教

員免許状または保育士の資格を有する者」については，当分の

間，「小学校教諭または養護教諭の普通免許状を有する者」をも

って代えることができる。（配置しなければならない「幼稚園の

教員免許状または保育士の資格を有する者」の３分の１を超え

てはならない。） 

・１日につき８時間を超えて開所する認定こども園において，開

所時間を通じて必要となる職員数が，利用定員に応じて必要と

なる職員数を超える場合における認定こども園に配置しなけれ

ばならない「幼稚園の教員免許状または保育士の資格を有する

者」については，当分の間，開所時間を通じて必要となる職員数

から利用定員に応じて必要となる職員数を差し引いて得た数の

範囲で，「幼稚園の教員免許状または保育士の資格を有する者と

同等の知識および経験を有すると認める者」にすることができ

る。（配置しなければならない「幼稚園の教員免許状または保育

士の資格を有する者」の３分の１を超えてはならない。） 

職員資格に関する特例は，保

育の担い手を確保するため

の緊急的・時限的な措置であ

るが，本市においては待機児

童が発生していないことか

ら，国基準と同様の特例は設

けない。 

 

 

４ 施行日 

  平成３１年４月１日 


